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論文・事例研究

最大電力供給の統計的解析と節電について
―東日本大震災がもたらした構造変化―

荒川　俊也，土谷　隆

1. はじめに

2011年 3月 11日に発生した東日本大震災と福島第
一原子力発電所事故以降，電力需給をめぐる情勢は大
きく変化し，2016年 4月からは電力小売り自由化が実
現するに至った．この自由化に伴い，電力需給を適切
に解析して予測につなげることが重要となってきてい
る．また，エネルギー政策の行方とも相まって電力需
給に対する関心は未だに高いものがある．
しかしながら，電力需給の解析はそれが気温をはじ

めとする種々の気象条件や社会的状況に依存すること
などもあり容易ではない．
2011年に行われた節電を契機として，電力需給構造

は大きく変化したと考えられる．この節電はいわば壮
大な社会実験というべきもので，その影響を定量的に
見定めることは今後の電力需給のあり方に関する議論
を深めるうえで有用である．
本論ではweb上で公開されている震災前の 2009年，

2010 年，そして震災後の 2011 年から 2014 年の電力
供給や気温，天候データのみ [1–4]を用い，簡単な統計
モデルにより，東京電力および関西電力による夏季の
平日晴天日の最大電力供給を解析する．そして，震災
を境として，電力需給構造が大きく変化し，震災前は最
大電力供給が約 6000 万 kWである東京電力が供給す
る，夏季平日晴天時の最大電力が約 700 万 kW程度，
震災前は最大電力需給が約 3000 万 kWであった関西
電力では約 170万 kW程度減少していることを明らか
にする．「東京電力や関西電力が供給する電力が，概ね
東京電力管内や関西電力管内における社会的な電力需
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要に見合ったものである」という立場に立てば，これ
を，社会的電力需要の減少と捉えることができる．さ
らに，震災直後の 2011年から一昨年 2014年に到るま
ではこの構造があまり変化していないことを示す．
上で述べた「東京電力や関西電力が供給する電力が，

概ね東京電力管内や関西電力管内における社会的な電
力需要に見合ったものである」という立場については，
しばしば報道などで言及されるような，新電力の契約
への変更や各家庭での太陽光の設置，工場などでの自家
発電の増加など，東京電力や関西電力が供給する電力の
枠外での電力供給まで考慮しないと社会的な電力需要
とはいえないのではないか，という論点があろう．し
かし，これらの要因は解析時点の 2011年から 2014年
では軽微であることを 7 節において吟味する．
最大電力供給の推定の代表的な結果としては，総合

資源エネルギー調査会基本政策分科会電力需給検証委
員会 [5, 6]などによるものがあるが，モデルが明示さ
れておらず，また，データもすべて公開されているわ
けではない．これに対し，本論で検討する統計モデル
は，高校レベルの知識で十分理解ができる簡単なモデ
ルであり，各年度ごとに「公開されているデータのみ」
を用いて解析可能である．
特に，節電について論じるには「気温や経済的状況の

影響を排した電力需給」を考え，比較する必要がある．
しかし，このような「電力需給」自身が仮想的な部分
もあり，モデリングが難しい．特に経済状況などあい
まいな量まで含めてモデルを複雑にすると，迷宮に迷
い込む可能性もある．本論は「あいまいさのない量で
ある気温と最低需給量のみを用いた簡単な統計モデル」
によってかなり気候状況が異なる 2009年と 2010年が
一貫性を持って推定できることから，モデルが電力需
給を適切に捉えていると考え，そのうえでほかの年の
電力需給構造をこのモデルに基づいて解析して，一貫
性のある結果が得られる，というところでモデルとし
ての有効性と面白さを主張したい．
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図 1 2009～2011 年の 7 月と 8 月の東京の気温と東京電力の電力供給．目安として，点線は 30℃と 35℃を示している．

図 2 2009～2011 年の 7 月と 8 月の大阪の気温と関西電力の電力供給．目安として，点線は 30℃と 35℃を示している．

過去の論文としては，本論で検討する統計モデルに
似たモデルを用いて電力供給の予測を試みたり，東日
本大震災の影響を検討したものが見られるが [7–9]，電
力需給構造にまで踏み込んだ議論を行っている論文は
ない．その点で，本論は震災後の電力需給構造の変化
を経時的に検討したものとして，従来にない試みであ
る．また，2016 年 4 月より電力の小売自由化が行わ
れている．このことにより各新電力（小売電気事業者）
にとって電力の需給構造を把握することは非常に重要
になってくる．本論文はそのための情報として有用な
資料になるものと考えている．
以下では，2009年から 2013年の東京電力および関

西電力の電力供給を中心に解析し，最後に，2014年の
解析結果について触れる．

2. 統計モデル

2009年は冷夏で 2010年は酷暑の夏であり，2011年
は中間位の暑さであった．電力供給は気温に大きく依
存すると考えられ，2010年の電力供給は 2009年に比較

して顕著に増大している．図 1および図 2に，2009～
2011年の 7月と 8月の東京と大阪の気温，東京電力と
関西電力の電力供給を示す．図 1は東京電力の，図 2は
関西電力のデータである．なお，データは 1時間ごと
のデータであり，2009～2011年それぞれの年で曜日を
合わせている．図 1および図 2より，2009年が冷夏で
あり，2010 年が酷暑の夏であったことが見てとれる．
また，すべての年について，気温が高い日は電力供給
がそれにあわせて増加しており，気温が低い日は電力
供給もそれにあわせて低下している傾向がある．した
がって，電力供給が気温に大きく依存することが見て
とれる．2011年には，節電が全国的に行われた．その
ため，電力需給の構造は震災前の「2009年，2010 年」
と「2011年」とでは大きく変化したと考えられるが，
気温の影響があるために，それを定量的に捉えること
は困難である．
本論文では，夏季の平日晴天時の最大電力供給を，

(a)最低気温，(b)最高気温と最低気温の差，(c)最低
電力供給（朝方の電力供給）の 3変数の線形回帰モデ
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図 3 東京電力の，2009 年モデルを用いた同年の最大電力供給の推定（左）と，2010 年モデルを用いた同年の最大電力供給の推
定（右）．（横軸が推定値，縦軸が実測値）

ルで説明することを試みる．すなわち，最大電力供給
を以下の式

（最大電力供給）= a0 + a1 ×（最低気温）
+ a2 ×（最高気温 −最低気温）
+ a3 ×（最低電力供給）

によって説明することを目的とし，係数 a1 から a3 と
定数 a0 を最小二乗法で求める．ここで，変数に関し
て，気温の要素は，「最低気温」「最高気温」「最高気
温 −最低気温」が考えられ，その中から 2変数を選ん
だ場合，それぞれ説明力は同等である．本論では「最
低気温」「最高気温 −最低気温」の 2変数を用いてい
るが，これは，一日の最低電力供給を基準値として，一
日の気温差が一定であれば大凡最低電力供給の差がそ
のまま反映される，というイメージでモデルを作成し
たことによる．また，気温差以外の不確定要素は最低
電力供給に反映されていると考える．
モデルの作成にあたっては，各年につき，7月 10日～

8月 31日の平日晴天時のデータを用いて，回帰係数を
最小二乗法で推定した．なお，盆休を 8月 13～15 日
として，この期間は休日とみなして除いた．各電力会
社の電力供給については，需給検証委員会にて公開さ
れている 1時間ごとのデータ [1]を，気温については，
気象庁にて公開されている 1時間ごとのデータ [2]を，
天気については，「Yahoo!Ⓡ JAPAN 天気・災害」に
て公開されている日ごとのデータ [3]を用いた．なお，
気温および天気に関しては，東京電力については，東
京電力所在地である東京都のデータを，関西電力につ
いては，関西電力所在地である大阪府大阪市のデータ
を用いた．次節以降，結果をグラフにより見やすくし
て議論するが，解析の対象となった日数を付録 1，推

定された回帰係数を付録 2，誤差評価を付録 3，モデ
ルの適切さの AICによる議論を付録 4に掲載した．

3. 震災直後の電力供給の変化（2009年から
2011年）

このようにして，各年ごとに得られた電力供給のモ
デルを，「2009年モデル」，「2010年モデル」，「2011年
モデル」と呼ぶ．
2009年モデルによる推定値と実測値を一目で比較す

るために，東京電力について，2009年平日晴天日の最
大電力供給のモデルによる推定値と実測値を図 3（左）
に△で示した．図 3（左）において，△は概ね推定値=

実測値を示す直線近辺に分布しており，2009年モデル
は 2009 年の最大電力供給をよく説明していることが
わかる．図 3（右）は，2010年モデルについて同様のこ
とをしたものである．2010年平日晴天日の最大電力供
給の 2010年モデルによる推定値と実測値を図 3（右）
に□で示した．2009年同様，2010年モデルは 2010年
の最大電力供給をよく説明していることがわかる．関
西電力管内についても同様の解析を行うことにより，
2009年（2010年）モデルによって，2009年（2010年）
の最大電力供給の動向がうまく説明できることがわか
る（図 5）．したがって，2009年および 2010年モデル
はそれぞれの年の電力需給の構造を適切に捉えている
と考えられる．2011年についても同様である（図 8）．
では，2009 年モデルを用いて 2010 年の平日晴天

日の最大電力供給を推定するとどうなるであろうか．
2009年と 2010年では気候条件が大きく異なり，そのた
めに，最大電力供給も大きく異なる．したがって，「冷
夏の 2009年モデル」で「酷暑の 2010年の最大電力供
給を推定」することは難しいと思われる．しかしなが
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図 4 東京電力の，2009 年モデルを用いた 2010 年の最大電力供給の推定（左）と，2010 年モデルを用いた 2009 年の最大電力
供給の推定（右）．それぞれ，△は 2009 年の実測値と推定値，□は 2010 年の実測値と推定値を示している．（横軸が推定
値，縦軸が実測値）

図 5 関西電力の，2009 年モデルを用いた 2010 年の最大電力供給の推定（左）と，2010 年モデルを用いた 2009 年の最大電力
供給の推定（右）．グラフの見方およびグラフから見てとれる傾向は図 4 と同じである．（横軸が推定値，縦軸が実測値）

ら興味深いことに，2009年モデルによって 2010年の
最大電力供給も説明でき，また，2010年モデルによっ
て 2009年の最大電力供給も説明できることがわかる．
以下，具体的に検証する．
東京電力について 2010 年平日晴天日の最大電力供

給の 2009年モデルによる推定値と実測値を図 4（左）
に□で示した．図 4（右）は，2009年平日晴天日の最
大電力供給の 2010 年モデルによる推定値と実測値で
ある．関西電力について同様の散布図を図 5 に示す．
図 4，図 5両図とも，推定値と実測値が十分によく一致
している傾向が見られ，両電力管内で，2009年モデル
で 2010 年の電力供給が，2010 年モデルで 2009 年の
電力需給が概ねよく説明されていることが見てとれる．
したがって，2009年と 2010年については気温の影響
によらない共通の電力需給構造があり，2009年モデル
や 2010 年モデルは，その構造を適切に捉えたもので
あると考えられる．つまり，2009年モデルや 2010年

モデルはいわば震災前の電力需給構造を表したもので
あると言えよう．2009年と 2010年が共通の電力需給
構造を有すると考えることの妥当性は，付録にも示す
とおり，AIC の値の比較によっても裏づけられる．
そこで，2011年のデータを 2009年モデルや 2010年

モデルに代入することによって，震災後の 2011年に，
2009年，2010年と同様の電力消費が行われた場合の電
力供給を見積もることができる．その結果を，東京電
力，関西電力について示したものが図 6，図 7である．
図 6，図 7に対応して，2009 年モデル（2010 年モ

デル）を用いた 2011年の最大電力供給の推定結果と，
2011年の最大電力供給の実測値の差の平均と標準偏差
を求めた．東京電力では，推定値に比べると実測値の
ほうが，2009 年（2010 年）モデルを用いた推定にお
いて 679万 kW（714万 kW）最大電力供給が少なく，
標準偏差は 129 万 kW（148 万kW）であった．これ
は 15～16％の電力供給に相当する．関西電力では，推
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図 6 東京電力の，2009 年モデルを用いた 2011 年の最大電力供給の推定（左）と，2010 年モデルを用いた 2011 年の最大電力
供給の推定（右）．それぞれ，△は 2009 年（2010 年）の実測値と推定値，□は 2011 年の実測値と推定値を示している．
（横軸が推定値，縦軸が実測値）

図 7 関西電力の，2009 年モデルを用いた 2011 年の最大電力供給の推定（左）と，2010 年モデルを用いた 2011 年の最大電力
供給の推定（右）．グラフの見方は図 6 と同じである．（横軸が推定値，縦軸が実測値）

定値に比べると実測値のほうが，2009年（2010年）モ
デルを用いた推定では 174 万 kW（177 万 kW）最大
電力供給が少なく，標準偏差は 92万 kW（87万 kW）
であった．これは 7％の電力供給に相当する．震災直
後で，新電力や太陽光発電，自家発電の増強などがほ
とんど行われていないことを考慮すると（より詳しく
は 7 節を参照），これらの減少は，節電などによる両電
力管内における社会的電力需要の減少であると考える
のが妥当であろう．東京電力についての節電比率が関
西電力のそれよりも大きいのは，東京電力管内では法
的強制力を持つ 15％節電が行われたのに対し，関西電
力管内では法的強制力を伴わないソフトな 10％の節電
要請に留まったためと考えられる．
これまでの結果を踏まえ，2011年モデルによって，酷

暑であった 2010年の最大電力供給を推定した．図 8に
東京電力と関西電力の結果を示す．2010年は，東京電

力管内で 6000 万 kW，関西電力管内で 3100 万 kW

の最大電力供給が観測されたが，2011 年と同様の電
力消費を行うと，2010 年においても東京電力管内で
5300万 kW，関西電力管内で 2850万kW程度の最大
電力供給で済むことがわかる．
2011年モデルを用いた 2010年の最大電力供給の推

定結果と，2010年の最大電力供給の実測値の差の平均
と標準偏差も求めた．東京電力については，推定値に
比べると実測値のほうが 708万 kW最大電力供給が多
く，標準偏差は 149万 kWであった．関西電力につい
ては，推定値に比べると実測値のほうが 232万 kW最
大電力供給が多く，標準偏差は 84万kWであった．
先に求めた，2010年モデルを用いた 2011年の最大

電力供給の推定結果と，2011 年の最大電力供給の実
測値の差の平均と標準偏差は，東京電力で 714万 kW

と 148万kW，関西電力で 177万 kWと 87万 kWで
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図 8 東京電力と関西電力の，2011 年モデルを用いた 2010 年の最大電力供給の推定（左：東京電力，右：関西電力）．それぞ
れ，△は 2011 年の実測値と推定値，□は 2010 年の実測値と推定値を示している．（横軸が推定値，縦軸が実測値）

図 9 東京電力の，2010 年モデルを用いた 2013 年の最大電力供給の推定（左）と，2011 年モデルを用いた 2013 年の最大電力
供給の推定（右）．それぞれ，△は 2011 年（2010 年）の実測値と推定値，□は 2013 年の実測値と推定値を示している．
（横軸が推定値，縦軸が実測値）

ある．
2010年モデルで 2011年の最大電力供給を推定した

場合の推定値と実測値の差は，2011年の電力需給構造
で 2010年夏と同等の状況が起こったときの電力の減少
分を表している．2011年モデルで 2010年の最大電力
供給を推定した場合の推定値と実測値の差は，2010年
の電力需給構造で 2011年夏と同等の状況が起こったと
きにどの程度より電力を多く使うかを表している．こ
のような意味づけを考えると，2010年に対する 2011年
の電力供給の減少は，2011年に対する 2010年の電力
供給の増加と概ね一致していることが，モデルの妥当
性の検証となる．両者は東京電力の場合はよく一致し
ており，関西電力の場合も概ね一致している．また，標
準偏差は両者ともほとんど差がないことがわかる．す
なわち，2010年および 2011年は双方向で比較した場
合に両モデルは一貫性のある妥当な結果を与えている
と考える．

4. 震災後の節電動向の解析（2013年を中心に）

さて，2013 年は 2010 年同様の酷暑であった．そ
こで，2010 年モデルおよび 2011 年モデルによって，
2013年の最大電力供給を推定した結果を示す．2013年
に関して必要なデータは東京電力，関西電力が公開し
ているものを用いた [4, 10]．
まず，東京電力について議論する．2010年モデルを

用いて，仮に震災前 2010 年と同様の電力需給構造で
あったら 2013年にどの位の電力が必要であったかを検
討できる（図 9（左））．先と同様に，2010年モデルを用
いた 2013年の最大電力供給の推定結果と，2013年の
最大電力供給の実測値の差の平均と標準偏差を求めた．
すると，推定値に比べると実測値のほうが 593万 kW最
大電力供給が少なく，標準偏差は 123万 kWであった．
これは 13％の電力供給に相当する．つまり，2010 年
と同様の電力需給構造であったら，593 万 kW(13％)
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図 10 関西電力の，2010 年モデルを用いた 2013 年の最大電力供給の推定（左）と，2011 年モデルを用いた 2013 年の最大電
力供給の推定（右）．（横軸が推定値，縦軸が実測値）

最大電力供給が増大しうることがわかる．
次に，2011年モデルを用いて，2011年の電力需給構

造と 2013年の電力需給構造を比較する．図 9（右）よ
り，まず，2011年モデルで 2013年の最大電力供給を概
ね説明できており，2013年も 2011年と同程度の社会
的需要の減少傾向が続いていることが見てとれる．も
う少し細かく検討すると，実績値が推定値に比べて若干
45度線より上にある傾向が見られる．これは，2013年
に 2011 年に比べて電力供給量がごくわずかだが増加
していることを示していることを示唆しているように
思われるが，2011年が震災で法的強制力を持つ節電が
行われた特異な夏であり，2011年の電力供給が一番厳
しいのは自然であろう，ということを考えると，理解で
きることである．定量的に検討を行うために，2011年
モデルによる 2013年の推定値と実測値を比べると，実
測値の方が推定値よりも平均して 120 万 kW大きく，
標準偏差は 132万 kWであった．標準偏差の大きさを
考えるとこの推定値と実測値の差は統計的に強く主張
できるほどのものではないが，一応，上に述べたよう
な社会的状況との整合性はある結果となっている．紙
数の関係でここには記していないが 2012 年について
も同様である．
上記の議論は最大電力供給が約 3000 万 kWである

関西電力管内においても当てはまる．関西電力に関し
ても公開されているデータ [10] を用いて同じモデル
を当てはめ，その結果を示したものが図 10 である．
図 10（左）より，2010年モデルによる 2013年の最大
電力供給の推定値と実測値の差の平均と標準偏差を求
めると，推定値に比べると実測値のほうが 234万 kW

最大電力供給が少なく，標準偏差は 79万 kWであった．
また，図 10（右）では，2013 年のほうが少し下に

ずれている傾向がある．これは，2011 年と比較して，
2013年のほうが最大電力供給が少なくなっていること
を示している．このことは，関西圏で，2012年以降節
電が特に意識されてきたことと符合しており興味深い．
これは，2013年で上振れしている東京電力とは対照的
であるが，定性的には納得できる話である．2011年モ
デルによる 2013 年の推定値に比べると実測値のほう
が平均して 61 万 kW最大電力供給が少なく，標準偏
差は 90 万kWであった．標準偏差の大きさを考える
とこの推定値と実測値の差は統計的に強く主張できる
ものではないが，一応，上に述べたような社会的状況
との整合性はある結果となっている．紙数の関係でこ
こには記していないが 2012年についても同様である．

5. 2014年の電力供給について

一昨年 2014年の電力供給はどうであっただろうか．
前年の 2013年と比較するため，2013年モデルによっ
て，2014年の最大電力供給を推定し，実測値と比較し
た結果を図 11に示す．
東京電力について，最大電力供給の推定値と実測値

の差の平均と標準偏差を求めると，推定値に比べると
実測値のほうが 85 万 kW最大電力供給が少なく，標
準偏差は 104 万 kW であった．85 万 kW は 2％の電
力供給に相当する．また，関西電力について，最大電
力供給の推定値と実測値の差の平均と標準偏差を求め
ると，推定値に比べると実測値のほうが 32 万 kW最
大電力供給が少なく，標準偏差は 68万 kWであった．
32万 kWは 1％の電力供給に相当する．
このことより，電力需給構造に大きな変化がないこ

とがわかる．
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図 11 東京電力と関西電力の，2013 年モデルを用いた 2014 年の最大電力供給の推定（左：東京電力，右：関西電力）．それぞ
れ，△は 2013 年の実測値と推定値，□は 2014 年の実測値と推定値を示している．（横軸が推定値，縦軸が実測値）

表 1 本手法による東京電力管内および関西電力管内での 2011～2013 年の電力供給の 2010 年に対する減少率推定と政府によ
る推定節電率の比較

TEPCO KEPCO

本手法による推定減少率 政府による推定節電率 本手法による推定減少率 政府による推定節電率
2011 年 14.2％ 18.0％ 6.6％ 7.6％
2012 年 10.5％ 8.9％ 7.9％ 4.3％
2013 年 11.6％ 8.8％ 8.5％ 5.0％

6. 本手法と政府による推定節電効果の比較

本手法の妥当性について別の観点から評価する．電
力需給検証小委員会および経済産業省が公開している
資料 [5, 6] をもとにして，本手法により推定された，
2010年と比較しての電力供給の減少を，政府による節
電推定と比較する．東京電力および関西電力の，2011～
2013年の本手法により推定された，2010年と比較して
の電力供給減少率（以下，推定電力供給減少率という）
と，資料 [5, 6]に記載されている推定節電率を表 1に
示す．なお，推定電力供給減少率は，

推定電力供給減少率 = 100 ×
(
1−

∑
WAct∑
WEst

)
(1)

と定義した．この式は参考文献 [5] で節電電力量の算
出方法に基づいた式である．なお，ここで，
WEst：「対象年」の 2010年モデルによる推定電力供給
WAct：「対象年」の電力供給実績
とした．
表 1より，本手法による推定減少率と政府による節

電率のズレは 1.0～3.8％となる．

7. 前提の妥当性

これまで，東京電力や関西電力の供給電力が震災後

に大きく減少していることを検証してきたが，社会全
体での電力使用という立場で見ると，この減少は，実
際には，新電力の台頭や各家庭で普及が進んでいる太
陽光発電，工場などでの自家発電の増強などによって，
電力の供給源が両電力からシフトしたことによる，見
かけ上のものである可能性がある．本節では，これら
の要因が社会全体の電力使用に与える影響はまだ小さ
く，両電力会社の供給電力の減少は，社会全体の電力
使用が実際に減少しているためであると見ることが妥
当であることを示す．
東京電力管内および関西電力管内の供給電力につい

て，次の式が成り立つと考えられる．

（東京（関西）電力管内の供給電力 (E)）=
+（東京（関西）電力の供給する電力 (A)）
+（新電力が管内で供給する電力 (B)）
+（管内の家庭における太陽光発電が供給し自ら消
費する電力 (C)）

+（（管内の工場などが）自家発電で供給し自ら消費
する電力（自家発自家消費）(D)）.

本論の前提は，2010年から 2014年にかけて，概ね
(E)の減少が (A)の減少で表される，ということであ
る．以下，(B)，(C)，(D)について，これらの影響に
ついて議論する．
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表 2 電力調査統計の主要データ（単位：×103 kWh）

2009 年 8 月 2010 年 8 月 2011 年 8 月 2013 年 8 月 2014 年 8 月
一般電気事業者（10 電力会社）計 77,794,115 84,927,969 75,326,948 78,532,599※ 74,770,075

新電力（特定規模電気事業者） 1,433,687 1,988,628 1,830,172 2,183,151 2,596,091

自家発自家消費（速報値） 9,337,206 10,372,163 9,972,146 9,636,859 9,644,462

総需要電力量 90,480,390 97,702,602 87,554,397 90,762,658 87,356,097

※本論でデータとして用いる 2013 年の内訳は，東京電力 24,988,048，関西電力 13,612,728，その他 39,931,823.

7.1 新電力が管内で供給する電力 (B) の影響につ
いて

電力調査統計 [11]の「総需要速報概要」および「業
種別電灯電力需要実績」より，2009年 8月～2011年
8月（震災発生年），2013年 8月と 2014年 8月の「一
般電気事業者（10電力会社）」，「新電力」，「自家発自
家消費」，「総需要電力量」の数値を表 2に示す．
これらの数値は 8月の電力使用量なので，744時間

（ = 31 × 24 時間，1 カ月の時間数）で割ると平均的
な供給電力を出すことができる．平均的な供給電力は，
2013 年 8月では，一般電気事業者（10電力会社）は
10555 万 kW，東京電力は 3358 万kW，関西電力は
1830万kW，その他の電力会社は 3805万 kWとなる．
一方，新電力による供給電力は，同様にして，744時

間で割ると，2013 年 8月では全国で 293 万 kW程度
となる．震災直前の 2010年 8月で見ると 267万 kW，
震災直後の 2011 年 8 月で見ると 246 万 kWである．
そのため，新電力による供給増加は高々 50 万 kW程
度であることがわかる．このうち，60％が東京電力，
30％が関西電力に供給されるとすると，新電力による
供給分は一日でならしたときにはそれぞれ 30万 kW，
15万 kWとなる．ただし，実際には，新電力の供給量
の 90％が東電，関電内に流れているという仮定は，か
なり多めであることに留意する必要がある．
新電力による夏季日中ピーク時の供給電力は，大まか

にではあるが，次のように推定できる．まず，2013年
8 月の東京電力のピーク時の供給電力の平均を求め
ると約 4443 万 kWとなる．一日の平均供給電力は約
3359 万kW であるから，ピーク時の供給電力と平均
供給電力の比率が新電力の場合にも成り立つとすると，
約 40万kW（ � (4443/3359) × 30万 kW）が新電力
から新たに供給されている電力量とみなすことができ
る．関西電力のピーク時の供給電力の平均を求めると
約 2410 万 kWであり，供給電力は約 1830 万 kWで
あるので，約 20万 kW（ � (2410/1830)×15万 kW）
が新電力から新たに供給されている電力量とみなすこ
とができる．これらより，東京電力管内における，震
災後の新電力による電力供給の増加としては，多めに

見積もって，ピーク時で約 40万 kW，関西電力管内に
おいては約 20 万 kW程度と推定できる．これは東京
電力の供給電力約 4443万 kW，関西電力の供給電力約
2410 万kWに比べると 1％に満たず軽微である．

7.2 管内の家庭における太陽光が供給する電力 (C)

について
夏季ピーク時における各家庭の太陽光発電の増加の

影響について見積もる．ここで，企業体による太陽光
発電による供給は，新電力や東京電力，関西電力それ自
身の供給電力に含まれているゆえに，議論する必要が
ないことに注意する．住宅用太陽光発電の累積導入量
は，2011年度以前は 440万kW，2012年度中の導入量
は 126.9 万 kW，2013 年度の導入量は 130.7 万 kW，
2014 年度の導入量は 82.1 万 kW である [12–14]．毎
年，概ね 130万 kW程度の増加となる．しかし，この
設備としての累積導入量がそのまま供給電力に反映す
るわけではない．天候や日照時間を考慮して，夏季晴
天ピーク時における太陽光発電の設備増加による電力
供給量の増加を見積もる．
まず，データ [15]より，1 kWのモジュールの発電

量は年間 1,000 kWhである．また，この発電量は月に
大きく依存しない．そこで，130万 kWの増加量によ
る発電量を求めると，1カ月間で 130万 /12× 1000 =

10.8 万 × 1, 000 kWhとなる．今，解析の対象となっ
ている，7月，8月について，一日 10時間の稼働と考え
て，これを 1カ月間稼働した場合の 310時間で割ると，
約 35万 kWとなる．（稼働時間は短めに見積もってい
る．このことにより，ピーク時の供給電力を上から抑
えた推定が得られる．）この値は天候までは考慮してい
ない平均値である．晴天時の発電力を 1とすると，曇
天時，雨天時の発電力は概ね 0.5, 0.1程度である．われ
われは晴天時のみを扱っているということでここで天
候を考慮した若干の補正を行う．2012年から 2014年
の 7月 10日から 8月 31日までで東京と大阪での晴天，
曇天，雨天は，236日，75日，6日であった（1日は天
候不明）．したがって，晴天率は 0.74，曇天率は 0.24，
雨天率は 0.02となる．これを，先の天候と発電力の関
係と塩梅すると，晴天時を 1としたときの，平均発電
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力は，0.74× 1+0.24× 0.5+0.02× 0.1 = 0.862とな
る．したがって，晴天時の発電力は，35万kW/0.862

= 41万kW と見積もることができる．
さらに，これを簡単に，発電カーブを発電最大の時

点を頂点とする三角形で近似すれば，一日の中での発
電ピーク時は全国で約 82万 kWとなる．これを，東京
電力管内や関西電力管内へ人口比例で按分すると，そ
れぞれ約 25 万 kW，約 16 万kWhとなる．したがっ
て，導入量が 130万 kW増加した場合の東京電力管内
における，住宅用太陽光発電による供給力の増加は，多
めに見積もって約 25万 kW，関西電力管内においては
約 16 万 kW程度と推定することができる．これは東
京電力の供給電力約 4443万 kW，関西電力の供給電力
約 2410 万 kWに比べると 1％に満たず軽微である．

7.3 自家発自家消費 (D)について
自家発自家消費は主として工場などにおいて自ら消

費する自家発電分である．自家発自家消費は，震災前
後で概ね減少しており，企業などにおける節電傾向を
明確に裏づけている．特に 2013年は，10大電力会社
の供給電力が増加しているにもかかわらず減少してい
る．自家発自家消費が減少しているということは，東
京電力や関西電力から購入する電力も減少していると
見られる．

8. 結語

本論では，簡単な統計的解析により，震災を機とし
た電力需給構造を定量的に捉え，節電体制は現在まで
定着していることを明らかにした．これらの知見は，
今後の電力供給のコントロールを適切に行うための手
がかりとなりうる．本モデルの特徴としては，最低電
力供給を説明変数として用いていることが挙げられる．
（最大）電力供給は気温のみならず景気変動などの社
会・経済的要因にも影響されるはずであるが，本モデ
ルではその影響は最低電力供給が取り込んでいると考
えられる．
異なる条件下での「最大電力供給の推定」が行える

ことがわれわれのモデルの長所であり，実際，このモ
デルによって「節電が実際に行われていることが『あ
る程度』捉えられている」ことを強調しておきたい．
実際，みずほ情報総研の調査 [16]によれば，4人に

3人が「世間の節電ムードの希薄化」を実感しており，
節電行動が全体的に減少傾向であるという報告がある．
このような感覚的なものと，基本的には節電が続いて
いるというわれわれの解析には少しギャップがあるよ
うにも見える．一方では，節電がシステム的なもので

あると考えると，システムとしての節電が定着してい
る，と考えることもできる．このあたりの差をより定
量的に解析することは，今後の興味ある問題である．
ここで取り上げた統計モデルは簡単なものである．

簡単であるがゆえの限界もあろうが，議論の出発点と
しては有用であると考える．この種のモデルにおいて
「公開されている情報のみを用いており簡単でそこそこ
説明できる」ということは，かなりの程度望ましく必
要なことであろう．
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付録 1. 解析の対象となった日数について

各年について解析の対象となった日数は表 3のとお
りである．

付録 2. 推定された回帰係数について

各年のモデルについて推定された回帰係数は表 4の
とおりである．

付録 3. モデルのMAPEと RMSEについて

各年のモデルについてMAPE（絶対平均比率誤差）
と RMSE（平均二乗誤差の平方根）は表 5のとおりで
ある．

付録 4. AICによる電力需給構造の変化の捕捉

本文中では，震災を境に電力需給構造が変化した
ことを，直観的にグラフで推論したが，AIC を用い
て議論することもできる．表 6 はいろいろなモデ
ルの AIC の値を計算したものである．表記は以下
のとおりである．たとえば，AIC(9) は 2009 年モデ
ルの AIC である．また，AIC(9+10) は，2009 年と
2010 年のデータを合わせて推定したモデルの AIC

である．AIC（・）は，（ ）内の期間で電力需給構
造が同一であるとしてモデルの推定を行った場合の

表 3 解析の対象となった日数

2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年
TEPCO 19 日 26 日 24 日 33 日 29 日 27 日
KEPCO 23 日 27 日 30 日 31 日 36 日 27 日

表 4 推定されたモデルの係数．なお，たとえば「2009 年モデル」は 2009 年データのみを用いたモデルを示し，ほかの列も同
様である．※を付したもの以外は 5％有意である．

TEPCO KEPCO

定数 最低気温 気温差 最低需給 定数 最低気温 気温差 最低需給
2009 年モデル −506.54 95.79 116.26 0.87 −691.94 76.11 52.69 0.70※

2010 年モデル −1585.77 130.83 106.92 0.98 −1250.28 59.87 51.06 1.38

2011 年モデル −1889.51 93.59 98.27 1.20 −291.89 35.08 70.40 0.94

2012 年モデル −1602.72 107.14 92.23 1.05 −1833.54 61.67 68.66 1.50

2013 年モデル −1223.02 128.07 92.28 0.69 −824.65 46.05 35.26 1.26

※この係数の p 値は p > 0.05 であるため，「最低需給」の係数を考慮しなくてもよいことになる．しかし，「最低需給」の係数を
考慮しないモデルのの AIC は 265.32となる．これは「最低需給」を考慮したモデルの AIC，260.97より大きいため，モデルと
しては「最低需給」を考慮したモデルのほうが適切である．

表 5 推定されたモデルの MAPE と RMSE．なお，たとえば「2009 年モデル」は 2009 年データのみを用いたモデルであり，
ほかの列も同様である．

TEPCO KEPCO

MAPE RMSE MAPE RMSE

2009 年モデル 2.13 138.31 1.89 61.80

2010 年モデル 2.15 141.78 1.50 62.37

2011 年モデル 2.13 121.07 2.03 59.60

2012 年モデル 2.13 115.29 1.78 56.49

2013 年モデル 1.96 114.42 2.14 69.65
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表 6 いろいろなモデルの AIC

モデル TEPCO KEPCO

M1 AIC(9)+AIC(10) 584.65 566.78

M2 AIC(9+10) 581.00 563.81

M3 AIC(11+12+13) 1101.85 1112.43

M4 AIC(11)+AIC(12)+AIC(13) 1080.53 1094.17

M5 AIC(11)+AIC(12+13) 1080.11 1097.74

M6 AIC(11+12)+AIC(13) 1102.03 1110.87

M7 AIC(9)+AIC(10)+AIC(11)+AIC(12)+AIC(13) 1665.18 1660.95

M8 AIC(9)+AIC(10)+AIC(11)+AIC(12+13) 1664.76 1664.52

M9 AIC(9+10)+AIC(11)+AIC(12)+AIC(13) 1661.53 1657.98

M10 AIC(9+10)+AIC(11+12)+AIC(13) 1683.04 1674.67

M11 AIC(9+10)+AIC(11)+AIC(12+13) 1661.12 1661.55

M12 AIC(9+10)+AIC(11+12+13) 1682.85 1676.23

M13 AIC(9)+AIC(10+11)+AIC(12)+AIC(13) 1724.13 1717.45

M14 AIC(9)+AIC(10+11+12+13) 1719.69 1780.79

M15 AIC(9+10+11+12+13) 1851.27 1847.04

AIC となる．たとえば，AIC(9+10+11+12+13) と
AIC(9+10)+AIC(11+12+13)を比較すると，震災前
後で共通の電力需給構造を持つとするモデルと震災前
と震災後で電力需給構造が異なるモデルとどちらが妥
当性が高いか比較することができる．以下，

(1) 震災前後の電力需給構造の変化
(2) 2009年と 2010 年の電力需給構造
(3) 2011年から 2013 年の電力需給構造

について議論する．表 5 にいろいろなモデルの AIC

を示す．
(1) 震災前後の電力需給構造の変化
2009年から 2013年までですべての可能な年ごとの

期間の分割を考えて，全期間の AICを，各分割ごとの
AICの和として算出した．主なモデルのAICを表 5に
掲げる．（M7とM15は，すべての年を別々にしたモ
デルがM7，すべてを一つのモデルで推定したものが
M15である．これらは以下の議論では用いないが，参
考のために掲載した．）

(a) 震災の前後でモデルが異なるもの
(b) 震災の前後でモデルが同じもの（2010 年と

2011 年が同じ分割に含まれるもの）
とする．M7からM12は (a)グループの代表的なもの，
M13からM15は (b)グループの代表的なものである．
東京電力については (a)グループ内の（任意の分割の
中で）一番よいモデルの AICは 1661.12 (M11)であ
り，一方，(b)グループ内の（任意の分割の中で）一番
よいモデルの AICは 1719.69 (M14)と，前者に比較
して後者は著しく大きい．関西電力についても (a)グ
ループ内の（任意の分割の）一番よいモデルの AICは

1657.98 (M9)であり，一方，(b)グループ内の（任意
の分割の）一番よいモデルの AIC は 1717.45 (M13)

と，前者に比較して後者は著しく大きい．したがって，
震災前と震災後は分けたモデルのほうが AICが圧倒的
に小さく，電力需給構造は震災前後で大きく変化して
いる，と考えることが妥当である．

(2) 2009 年と 2010年の電力需給構造
2009年と 2010年の電力需要構造が同じか異なるかに

ついては，AIC(9)+AIC(10)(M1)とAIC(9+10)(M2)

を比較して，AIC(9+10)のほうが小さければ，2009年
と 2010 年を同じモデルで説明できると判断でき
る．東京電力管内では AIC(9)+AIC(10)=584.65，
AIC(9+10)=581.00，関西電力管内では，AIC(9)+

AIC(10)=566.78，AIC(9+10)=563.81となり，両電
力管内では，気温や経済的状況の違いにかかわらず，
2009年と 2010年とが同じ電力需給構造をしていたと
いうことを示唆している．

(3) 2011 年から 2013年の電力需給構造
M3 からM6 の比較となる．東京電力管内について

は，AICは，1080.11 から 1102.03 となり，大きくは
違わないが，2012年と 2013年を同じモデルで推定し，
2011 年は別のモデルとしたときが 1080.11 と一番小
さくなる．そのため，AICの観点からは，2011年は電
力需給構造としてほかの年とは異なる性質を持ってい
ることが示唆される．
関西電力管内では，AICは，1094.17 から 1112.43

に分布している．すべて別々に推定した場合が値が一
番小さく 1094.17である．次に小さいのが，2012年と
2013年はまとめて推定し，2011年は別に推定した場合
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の AIC (M5)であるが，その値は 1097.74と一番小さ
い場合と大きくは変わらない．一方，2011年と 2012年
をまとめて推定し，2013年を別に推定した場合の AIC

(M6)や 2011年から 2013年をまとめて推定した場合
の AIC (M3)は AICが 1110.87 から 1112.43 と大き
い値をとる．これは，2011年と 2012年は別のモデル

として推定したほうがよいことを示している．この事
実は，実際に，関西圏では，2011年は原発がまだ稼働
していたが，2012年には停止しており，節電がより顕
著に意識されたことと符合する．AICの値からこのよ
うな知見が得られることは興味深い．
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